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 大田区の産業実態調査を踏まえ、工業集積と商店街の振興めざし 
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２００８年秋～2009年春
不況打開・機械金属工業地帯を守り、商店街と地域の活性化をめざす大田区実行委員会（不況打開大田区実行委員会）
連絡事務所　大田区蒲田５－３６－３－８０５
電話番号　　０３－３７３１－１２６１

　大田区は２００７年秋、「大田区の産業に関する実態調査」を行いました。私たち不況打開大田区実行委員会は、この実態調査を踏まえた「工業集積と商店街振興のための提案」をまとめ、その実現をめざす「大田区長への要請署名」運動に取り組んでいます。区内で働くみなさん、生活するみなさん、署名運動にご協力ください。
　大田区が産業実態調査

大田区による製造業の本格的調査は１９年ぶり、全産業にわたる同時調査は初めてです。

　この間、９０００社を超えていた工場数が半分に減少、９０００店を超えていた小売商店数も約５０００店にほぼ半減し、大田区の地域経済は大きな困難をかかえてきました。原因は長く深刻な不況の中で大企業優先、中小企業・労働者切り捨ての経済政策がとられてきたことにあります。
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　中小製造業と商店街の要求が浮き彫りに

　今回の「実態調査」で大田区の産業・経済を牽引する中小製造業者と区民の日常生活を支える中小小売店・商店街の役割と維持・活性化の重要性が改めて明らかになりました。また中小製造業者と中小小売店・商店街の行政に対する要望が整理されました。「実態調査」に寄せられ、集約された中小零細事業所の要求に応える、本格的で大胆な地域経済振興策が必要です。


　大田区長への要請署名を集めましょう
　そこで私たちは次の大胆な行政措置と財政措置を大田区に提案しています。そして、大田区がその方向で産業経済施策を取り組むよう、区長への要請署名運動をすすめています。みんなで署名を集めましょう。
１．製造業の振興のために

（１）大田区の受発注構造の特性を伸ばす

　行政自らが全国からの売上の確保に乗り出し、区内の仕事の回し合いを再構築し、京浜地帯との結びつきを強化し、工場用地の確保と分譲、機械や工場などの設備改善とＩＴ活用支援に思い切って区財政を投じることです。


（２）後継者・若手従業員の育成と設備改善

　大田区工業の未来は後継者と若手従業員の育成にかかっています。従来の発想を大転換し、給料補助、若手経営者への工場家賃補助、設備改善補助、福利厚生補助など、あらゆる手だてを尽くすことです。
中小製造業者の行政への要望

	助成制度の強化（設備投資等）
	36.4％

	区制度融資の充実
	23.7％

	ものづくりの重要性の啓発
	23.6％

	受注支援の強化
	23.3％

	人材確保支援の強化
	16.4％

	助成制度の強化（人材育成等）
	11.0％

	助成制度の強化（研究開発）
	10.0％


　　　大田区産業実態調査報告書より作成（複数回答）
（３）ものづくりの重要性の啓発

　「住工混在で操業しにくい」と感じている中小工場が安心して営業できるように、大田区工業の重要性と優秀さ区民に広めることが必要です。そのためにも小中学生が大田区製造業の特徴と優秀さを学ぶことが大切です。
２．小売業と商店街の振興のために
（１）商店街のにぎわいを取り戻す

そのためには、区営の共同店舗を駅前や商店街の中に建設し、個店の集積を回復すること、生鮮三品店を復活させることです。
商店街の重要な問題
	後継者が不足している
	53.0％

	業種（生鮮３品、物販）の減少
	43.6％

	スーパー・大型店による不利な影響
	39.6％

	来街者が減少している
	31.5％

	集客の核がない、あるいは弱い
	24.8％


　　　　（大田区実態調査より、複数回答）

（２）後継者、若手従業員の育成と女性の就業支援

本業だけで生活ができるような後継者・若手従業員の育成策が必要です。また商店街は女性の重要な就労場所です。給料補助、若手経営者への店舗家賃補助、　　ＩＴ活用支援、福利厚生支援などさまざまな手を打つことです。
（３）個店支援に乗り出す

　従来の組合や商店街単位の支援策の枠を越え、行政が直接、個店支援に乗り出す必要があります。店舗設備改善へ補助、商品・サービスの質の向上のための支援など商店経営者に密着した施策が求められます。
（４）商店街支援を抜本的に強化する

　今回の「区の実態調査」で商店街景観整備の要望が高いことが改めて明らかになりました。駅前サイン改善への補助、区が空き店舗や空き地を買い取り休憩所、ベンチ、トイレ、駐輪場などを設置すること、狭い通りの商店街の電線類地中化など、行政への期待にこたえる必要があります。また、大型店、チェーン店、コンビニ店に商店街振興プランを作るよう、行政が働き掛けることです。
（５）自覚的消費者のネットワークづくりと商店街との連携をつくる

　「地元商店街にがんばってほしい」「スーパーでなく地元商店で買い物をしたい」という地域住民、消費者はたくさんいます。行政がその仲立ちになる新たな施策が求められます。
３．財政措置と推進機構

　以上の大胆な施策を進めるためには財政と人材の確保が必要です。現状は、大田区の年間予算約２０００億円に対し産業経済部の予算は約２０億円、職員は２７名。これでは中小企業と雇用は守られません。毎年数十億円の予算を確保すること、職員数を大幅に増員すること、産業経済部を軸に関係部局を横断した「地域経済振興チーム」を作ることなど、大胆な財政措置と行政措置が不可欠です。
大胆な施策を!


財政措置を！





「大田区長への要請署名」運動を


成功させましょう





大田区の工場数の推移（工業統計調査）





大田区の小売店舗数の推移（商業統計調査）
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大田区製造業の受注先の構成比（大田区実態調査）





同外注先の構成比（同）
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製造業の最近３年間の売上（大田区実態調査）





小売業の最近３年間の売上（大田区実態調査）
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